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1. 2025年3月期第3四半期の連結業績（2024年4月1日～2024年12月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 純営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に

帰属する四半期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年3月期第3四半期 6,518 21.3 6,465 21.2 2,523 46.4 3,351 44.4 4,289 57.2
2024年3月期第3四半期 5,372 66.1 5,333 66.9 1,723 ― 2,321 ― 2,727 724.9

（注）包括利益 2025年3月期第3四半期　　1,941百万円 （△58.6％） 2024年3月期第3四半期　　4,690百万円 （215.2％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2025年3月期第3四半期 134.46 ―
2024年3月期第3四半期 85.51 ―

(2) 連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年3月期第3四半期 79,172 51,456 65.0 1,612.97
2024年3月期 83,534 53,675 64.2 1,682.18
（参考）自己資本 2025年3月期第3四半期 51,456百万円 2024年3月期 53,663百万円

2. 配当の状況
年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年3月期 ― 30.00 ― 80.00 110.00
2025年3月期 ― 50.00 ―

（注）当社は業績予想を開示していないため、配当予想額は開示しておりません。

3. 2025年 3月期の連結業績予想（2024年 4月 1日～2025年 3月31日）
　当社は、連結業績予想を開示しておりません。詳細は、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報　（３）連結業績予想などの将来予測情報に関
する説明」をご覧下さい。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無
（注）2024年12月31日現在、連結子会社は２社となっております。

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無
注）詳細は、添付資料９ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記　（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更に関する注記）」をご
覧下さい。

(4) 発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年3月期3Q 32,779,000 株 2024年3月期 32,779,000 株
② 期末自己株式数 2025年3月期3Q 877,595 株 2024年3月期 877,595 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年3月期3Q 31,901,405 株 2024年3月期3Q 31,901,405 株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　当社は、連結業績予想を開示しておりません。詳細は、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報　（３）連結業績予想などの将来予測情報に関
する説明」をご覧下さい。



１．当四半期決算に関する定性的情報 …………………………………………………………………………………… 2

（１）経営成績に関する説明 …………………………………………………………………………………………… 2

（２）財政状態に関する説明 …………………………………………………………………………………………… 3

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ……………………………………………………………… 3

２．四半期連結財務諸表及び主な注記 …………………………………………………………………………………… 4

（１）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………… 4

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………… 6

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間） ………………………………………………………………………………… 6

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間） ………………………………………………………………………………… 8

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………………… 9

（会計方針の変更に関する注記） ……………………………………………………………………………… 9

（セグメント情報等の注記） …………………………………………………………………………………… 9

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ……………………………………………………… 9

（継続企業の前提に関する注記） ……………………………………………………………………………… 9

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記） …………………………………………………… 9

「参考資料」 ………………………………………………………………………………………………………………… 10

１．2025年３月期第３四半期連結決算資料 …………………………………………………………………………… 10

（１）受入手数料 ……………………………………………………………………………………………………… 10

（２）トレーディング損益 …………………………………………………………………………………………… 10

（３）連結損益計算書の四半期推移 ………………………………………………………………………………… 11

２．2025年３月期第３四半期決算資料 ………………………………………………………………………………… 12

（１）自己資本規制比率 ……………………………………………………………………………………………… 12

（２）役職員数 ………………………………………………………………………………………………………… 12

［期中レビュー報告書］

○添付資料の目次

- 1 -

極東証券㈱(8706) 2025年３月期　第３四半期決算短信



１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間（2024年４月から12月。以下「当期」という。）の国内外の経済は、日本においては

緩やかな回復基調、米国においては堅調に推移しました。日本銀行は７月に再利上げを実施しましたが、その後は

政策金利を据え置きました。米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）は９月に４年半ぶりの利下げを実施し、11月と12月

にも連続で利下げを行いました。欧州中央銀行（ＥＣＢ）は６月に利下げに転じた後、７月は政策金利を据え置き

ましたが、９月、10月及び12月と３会合連続で利下げを実施しました。

株式市場では、日経平均株価は７月に42,426円まで上昇しましたが、米国景気の先行き懸念や日本銀行の利上げ

などによる急激な円高を背景に８月５日に過去最大の下げ幅を記録し、31,156円まで下落しました。その後は、為

替が円安に戻ったことや事業法人の自社株買いなどが下支えとなり、10月と12月には一時、４万円台を回復しまし

た。当期末の日経平均株価は、2024年３月末比で1.2％下落の39,894円となりました。米国株式市場では、ＦＲＢ

の利下げと米国景気の軟着陸見通しにより、当期末のＮＹダウ平均株価は2024年３月末比6.9％上昇の42,544ドル

となりました。

外国為替市場では、７月に約37年半ぶりとなる１ドル＝162円まで円安が進みました。その後、日本政府による

円買い介入や日本銀行の利上げ、米国における景気見通しの悪化やＦＲＢの利下げ開始の見通しが重なり、為替は

一転して９月に１ドル＝139円台まで円高が進行しました。10月以降は米国の景気への懸念が和らいだことや、日

本銀行の年内追加利上げ見送りなどにより、再度円が売られました。当期末は１ドル＝157.23円となり、2024年３

月末との比較では５円91銭の円安ドル高となりました。

債券市場では、日本の10年国債利回りは日本銀行による利上げ観測の高まりから７月に1.1％まで上昇しまし

た。その後、追加利上げ観測の後退から、一時は0.7％台まで低下しましたが、堅調な国内景気を背景に緩やかに

上昇して、当期末は1.09％となりました。米国の10年国債利回りは４月に4.73％まで上昇した後、ＦＲＢによる利

下げもあり3.59％まで低下しました。その後は、米国景気が堅調なことに加えて、トランプ次期大統領の政策が実

行された場合のインフレ懸念などにより、当期末の米国10年国債利回りは4.57％まで上昇しました。

こうした環境の中、当社は、お客さまの多様なニーズにお応えするため、「特色ある旬の商品」の提供に努めま

した。また、株主資本の効率的運用の観点から、積極的な財務運営も行ってまいりました。

当期の業績につきましては、営業収益65億18百万円（前年同期比121.3％）、純営業収益64億65百万円（同

121.2％）、営業利益25億23百万円（同146.4％）、経常利益33億51百万円（同144.4％）、親会社株主に帰属する

四半期純利益42億89百万円（同157.2％）となりました。

当期における収益等の内訳は以下のとおりであります。

①　受入手数料

「受入手数料」は、23億４百万円（前年同期比117.1％）となりました。受入手数料の内訳は以下のとおりで

あります。

（委託手数料）

株券委託手数料は、８億79百万円（同85.4％）を計上し、これに受益証券（上場投資信託）委託手数料を加

えた「委託手数料」は、８億99百万円（同86.3％）となりました。

（引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料）

「引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料」は、15百万円（同119.2％）となりました。

（募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料）

「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」は、受益証券（投資信託）の取扱いの増加に

より、９億17百万円（同145.5％）となりました。

（その他の受入手数料）

主に受益証券（投資信託）の代行手数料からなる「その他の受入手数料」は、４億72百万円（同167.6％）

となりました。

②　トレーディング損益

株券等トレーディング損益は、２億３百万円の損失（前年同期は26百万円の利益）、債券等トレーディング損

益は、32億18百万円の利益（前年同期比130.1％）、為替のデリバティブ取引を中心としたその他のトレーディ

ング損益は、１億65百万円の損失（前年同期は２億16百万円の損失）となりました。

この結果、「トレーディング損益」は、28億49百万円の利益（前年同期比124.8％）となりました。

③　金融収支

金融収益13億73百万円（前年同期比124.6％）から金融費用53百万円（同133.6％）を差し引いた「金融収支」

は、13億20百万円（同124.3％）となりました。
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④　販売費・一般管理費

「販売費・一般管理費」は、39億42百万円（前年同期比109.2％）となりました。

⑤　営業外損益

営業外収益は、受取配当金等合計で９億50百万円（前年同期比111.5％）、営業外費用は、為替差損等合計で

１億22百万円（同48.0％）を計上いたしました。

この結果、「営業外損益」は、８億28百万円の利益（同138.5％）となりました。

⑥　特別損益

特別利益は、投資有価証券売却益で29億１百万円（前年同期比164.5％）、特別損失は、固定資産除却損等合

計で５百万円（同4.2％）を計上いたしました。

この結果、「特別損益」は、28億95百万円の利益（同178.5％）となりました。

（２）財政状態に関する説明

①　資産

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は、459億31百万円となり、前連結会計年度末に比べ23億31百

万円減少いたしました。これは主に、トレーディング商品が47億71百万円増加した一方で、現金・預金が44億34

百万円、預託金が34億46百万円減少したことによるものであります。固定資産は、332億41百万円となり、前連

結会計年度末に比べ20億30百万円減少いたしました。これは主に、投資有価証券が20億28百万円減少したことに

よるものであります。

この結果、総資産は、791億72百万円となり、前連結会計年度末に比べ43億61百万円減少いたしました。

②　負債

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は、255億29百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億75百

万円減少いたしました。これは主に、短期借入金が３億20百万円増加した一方で、未払法人税等が７億58百万

円、預り金が５億69百万円減少したことによるものであります。固定負債は、21億65百万円となり、前連結会計

年度末に比べ９億68百万円減少いたしました。

この結果、負債合計は、277億16百万円となり、前連結会計年度末に比べ21億41百万円減少いたしました。

③　純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、主に利益剰余金が１億42百万円増加した一方で、その他有価

証券評価差額金が23億47百万円減少いたしました。

この結果、純資産合計は、514億56百万円となり、前連結会計年度末に比べ22億19百万円減少いたしました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

「業績予想を開示しない理由」

当社の連結営業収益は、証券市場に係る受入手数料及びトレーディング損益を柱としており、その大半が株式市

場及び債券市場を源泉としております。株式・債券市場の好・不調による業績への影響を緩和するため、収益源の

多様化を通じて収益の安定性確保に努めておりますが、それでもなお、業績が証券市場の動向に左右され、大きく

変動する可能性があります。また、国内外の金融商品市場の急激な変動により、当社が保有している金融商品の評

価損益が多額になる可能性もあります。

一般的に、証券市場や外国為替市場は、内外の政治・経済情勢、金利、企業収益等、様々な要因を反映して変動

します。したがって、当社の連結業績を予想するためには、あらかじめこれら変動要因を予測しつつ将来の市場動

向を的確に把握する必要がありますが、それを実現することは、不可能に近いのが実情であります。こうした不確

実な要因により予想と実績の間に大きな乖離が生ずる可能性の高い状況の中で、敢えて業績予想を開示すること

は、結果的に、市場に誤ったメッセージを発信することにつながりかねず、公正な株価形成を阻害する恐れがあり

ます。

上記の理由から、当社は、連結業績予想の開示は行わず、その代替として業績数値の早期開示に努めることと

し、連結業績の数値がほぼ確定すると考えられる期末又は四半期末から起算して10営業日目を目途に、当該数値を

速報値として公表してまいります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 14,389 9,954

預託金 13,014 9,567

トレーディング商品 17,553 22,325

商品有価証券等 17,550 22,320

デリバティブ取引 2 4

有価証券 45 47

約定見返勘定 392 334

信用取引資産 2,217 2,118

信用取引貸付金 2,048 1,957

信用取引借証券担保金 168 161

その他の流動資産 659 1,592

貸倒引当金 △9 △7

流動資産計 48,262 45,931

固定資産

有形固定資産 1,903 1,892

建物 377 380

土地 1,167 1,167

その他 358 344

無形固定資産 60 60

投資その他の資産 33,307 31,288

投資有価証券 31,649 29,621

その他 1,729 1,737

貸倒引当金 △71 △71

固定資産計 35,271 33,241

資産合計 83,534 79,172

負債の部

流動負債

トレーディング商品 27 11

商品有価証券等 8 －

デリバティブ取引 19 11

信用取引負債 344 203

信用取引借入金 174 32

信用取引貸証券受入金 170 171

預り金 14,320 13,751

短期借入金 9,580 9,900

未払法人税等 1,677 918

賞与引当金 250 141

その他の流動負債 504 603

流動負債計 26,705 25,529

固定負債

長期借入金 500 500

退職給付に係る負債 97 99

その他の固定負債 2,537 1,566

固定負債計 3,134 2,165

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 19 21

特別法上の準備金計 19 21

負債合計 29,858 27,716

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,251 5,251

資本剰余金 4,774 4,771

利益剰余金 40,276 40,418

自己株式 △863 △863

株主資本合計 49,438 49,578

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,225 1,877

その他の包括利益累計額合計 4,225 1,877

非支配株主持分 11 －

純資産合計 53,675 51,456

負債・純資産合計 83,534 79,172
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年12月31日)

営業収益

受入手数料 1,968 2,304

委託手数料 1,043 899

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘

等の手数料
12 15

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等

の取扱手数料
630 917

その他の受入手数料 281 472

トレーディング損益 2,283 2,849

金融収益 1,101 1,373

その他の営業収入 18 △8

営業収益計 5,372 6,518

金融費用 39 53

純営業収益 5,333 6,465

販売費・一般管理費

取引関係費 436 511

人件費 2,088 2,312

不動産関係費 382 381

事務費 405 416

減価償却費 63 58

租税公課 139 168

その他 92 91

販売費・一般管理費計 3,609 3,942

営業利益 1,723 2,523

営業外収益

受取配当金 612 805

投資事業組合運用益 192 87

その他 47 57

営業外収益計 852 950

営業外費用

為替差損 228 77

あっせん和解金 3 30

その他 22 14

営業外費用計 254 122

経常利益 2,321 3,351

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年12月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 1,764 2,901

特別利益計 1,764 2,901

特別損失

投資有価証券売却損 139 －

固定資産除却損 2 4

金融商品取引責任準備金繰入れ 0 1

特別損失計 142 5

税金等調整前四半期純利益 3,943 6,247

法人税、住民税及び事業税 1,186 1,854

法人税等調整額 29 102

法人税等合計 1,215 1,957

四半期純利益 2,728 4,290

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,727 4,289
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年12月31日)

四半期純利益 2,728 4,290

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,962 △2,348

その他の包括利益合計 1,962 △2,348

四半期包括利益 4,690 1,941

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 4,689 1,940

非支配株主に係る四半期包括利益 0 0

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を第１四半期連結会計期間の期首から

適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用

後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の四

半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　

2024年４月１日　至　2024年12月31日）

当社グループは、「投資・金融サービス業」という単一セグメントとみなしているため、記載を省略してお

ります。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

前第３四半期連結累計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年12月31日）

減価償却費 63百万円 58百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
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前第３四半期

連結累計期間

当第３四半期

連結累計期間

増　　減
前連結会計年度

金　　額 増減率（％）

 委託手数料 1,043 899 △143 △13.7 1,534

 （株券） (1,029) (879) (△150) (△14.6) (1,512)

 （債券） (－) (－) (－) (－) (－)

 （受益証券） (13) (20) (6) (51.8) (21)

 引受け・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の手数料
12 15 2 19.2 15

 （株券） (12) (15) (2) (19.2) (15)

 （債券） （－） （－） （－） （－） （－）

 募集・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の取扱手数料
630 917 286 45.5 873

 その他の受入手数料 281 472 190 67.6 399

合　　　計 1,968 2,304 336 17.1 2,822

前第３四半期

連結累計期間

当第３四半期

連結累計期間

増　　減
前連結会計年度

金　　額 増減率（％）

 株券 1,045 896 △148 △14.2 1,531

 債券 0 0 0 109.0 0

 受益証券 910 1,381 470 51.7 1,273

 その他 12 25 13 112.8 17

合　　　計 1,968 2,304 336 17.1 2,822

前第３四半期

連結累計期間

当第３四半期

連結累計期間

増　　減
前連結会計年度

金　　額 増減率（％）

 株券等 26 △203 △230 － 39

 債券等 2,473 3,218 744 30.1 3,716

 その他 △216 △165 51 － △352

合　　　計 2,283 2,849 565 24.8 3,402

「参考資料」

１．2025年３月期第３四半期連結決算資料

（１）受入手数料

① 科目別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

② 商品別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

（２）トレーディング損益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
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前第３四半期 前第４四半期 当第１四半期 当第２四半期 当第３四半期

科　　　　　目
[
2023.10.１

2023.12.31
] [

2024.１.１

2024.３.31
] [

2024.４.１

2024.６.30
] [

2024.７.１

2024.９.30
] [

2024.10.１

2024.12.31
]

 Ⅰ営業収益 1,360 2,357 2,641 1,655 2,220

 　１．受入手数料 672 854 796 760 746

 　２．トレーディング損益 427 1,119 1,344 595 909

 　３．金融収益 260 383 496 316 560

 　４．その他の営業収入 0 0 4 △17 4

 Ⅱ金融費用 11 13 14 20 18

 　純営業収益 1,349 2,343 2,627 1,635 2,202

 Ⅲ販売費・一般管理費 1,174 1,116 1,380 1,222 1,339

 　１．取引関係費 144 146 179 165 167

 　２．人件費 677 560 817 691 804

 　３．不動産関係費 119 125 130 125 125

 　４．事務費 133 144 137 144 133

 　５．減価償却費 21 21 19 19 19

 　６．租税公課 37 60 62 52 54

 　７．貸倒引当金繰入額 － － 2 △2 －

 　８．その他 39 57 30 26 34

 　営業利益 174 1,227 1,247 413 862

 Ⅳ営業外収益 84 303 494 △26 482

 Ⅴ営業外費用 8 146 82 195 △155

 　経常利益 251 1,384 1,659 191 1,501

 Ⅵ特別利益 282 1,015 760 1,264 877

 Ⅶ特別損失 14 93 5 0 0

　 税金等調整前四半期純利益 520 2,306 2,414 1,454 2,378

 　法人税、住民税及び事業税 133 686 616 635 603

 　法人税等調整額 43 6 133 △141 110

 　四半期純利益 342 1,613 1,664 961 1,664

 　非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0 0 0 －

 　親会社株主に帰属する四半期純利益 342 1,613 1,664 960 1,664

（３）連結損益計算書の四半期推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
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前第３四半期末 当第３四半期末 前事業年度末

 基本的項目 （Ａ） 43,355 44,769 42,388

 補完的項目

 その他有価証券評価差額金(評価益)等 2,541 1,714 3,789

 金融商品取引責任準備金 14 21 19

 貸倒引当金 10 7 9

計 （Ｂ） 2,566 1,743 3,818

 控除資産 （Ｃ） 9,139 11,064 10,091

 固定化されていない自己資本 （Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ） 36,782 35,448 36,115

 リスク相当額

 市場リスク相当額 5,278 6,229 6,014

 取引先リスク相当額 249 290 192

 基礎的リスク相当額 1,130 1,242 1,207

計 （Ｅ） 6,657 7,762 7,413

 自己資本規制比率 （Ｄ）/（Ｅ）×100（％） 552.4% 456.6% 487.1%

前第３四半期末 当第３四半期末 前事業年度末

 役員 10 10 10

 従業員 229 226 226

２．2025年３月期第３四半期決算資料

（１）自己資本規制比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（２）役職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年１月24日

極東証券株式会社

取締役会　御中

東陽監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 後藤　秀洋

指定社員
業務執行社員

公認会計士 吉野　直志

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている極東証券株式会社の2024年４月１日から2025年３月31

日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年10月１日から2024年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期

間（2024年４月１日から2024年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRL データ及び HTML データは期中レビューの対象には含まれていません。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されて

いないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論

を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
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